（別紙）
答　　　　申

審査会の結論

　北九州市長（以下「実施機関」という。）は、本件異議申立ての対象となった保有個人情報について不開示とした情報のうち、保有していない部分及び「印鑑票に登録されている印影」を除いて、その他は開示すべきである。

第１　異議申立てに至る経過等

１　異議申立人は、平成１７年６月２４日、北九州市個人情報保護条例（平成１６年北九州市条例第５１号。以下「新条例」という。）第１６条第１項の規定に基づき、実施機関に対して次の保有個人情報の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

「○○○○　昭和○年○月○日生　八幡東区○○丁目○－○－○（（旧）○○丁目○－○－○）に関る印鑑登録廃止申請書及び印鑑登録申請書　※現在登録している以前のものも含む」

２　実施機関は、本件請求に係る保有個人情報（以下「本件保有個人情報」という。）について、平成１７年６月３０日付で、保有個人情報の全部について開示を行わない旨の決定（平成１７年６月３０日付北九東市第３５９号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、当該保有個人情報不開示決定通知書を平成１７年７月２日に受領した。

３　異議申立人は、平成１７年７月４日、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により、本件処分を不服として、実施機関に対し異議申立てを行った。

　４　なお、新条例付則第２項の規定により、新条例施行日（平成１７年４月１日）前に作成又は取得した保有個人情報は、従前の例によるとされている。このため、本件保有個人情報は、新条例施行日前に作成又は取得した保有個人情報であり、開示・不開示の基準は、改正前の北九州市個人情報保護条例（平成４年北九州市条例第２１号。平成１６年北九州市条例第５１号による改正前のもの。以下「旧条例」という。）による。

第２　異議申立人の主張要旨　

　１　異議申立ての趣旨

　　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

　２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

（１）本件処分は、本人の知る権利を著しく損なうもので違法である。
（２）本件処分が取り消されない場合は、本人の将来に著しく不利益となるおそれがあり不当である。

（３）北九州市印鑑条例（昭和３８年条例第６０号。以下「印鑑条例」という。）第１６条の規定は、偽造・盗用を防止するために閲覧を禁止したものというが、現に偽造・盗用された責任はどうとるのか。
　（４）本人名義の保有個人情報が開示されないのは理不尽である。本人が本人を守るための条例なのに、どうして本人の個人情報を開示できないのか。
（５）市から情報の提供を受けて文書の名称を開示請求書に記載したが、これが自分が開示を望んでいる文書かどうか不安である。
第３　異議申立てに対する実施機関の主張要旨

　　　

　　　実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

１　旧条例第１９条第１項第１号該当性
　（１）印鑑条例第１６条では「印鑑に関する書類は、閲覧に供しない。」と規定している。これは、印鑑の重要性に鑑みて、偽造・盗用などの不正を防止し、市民の生活権、財産権を守るために、各種の帳票の閲覧を禁止したものであり、本人はもとより他の何人からの請求であってもこれを認めるべきでないとしてきた。
　
　（２）本件請求に係る帳票は、印鑑登録証亡失届・印鑑登録廃止申請書兼暗証番号廃止申請書・印鑑登録証再交付申請書（以下「印鑑登録証亡失届等」という。）及び印鑑登録申請書兼暗証番号登録申請書兼印鑑票（以下「印鑑登録申請書等」という。）である。

　（３）本件保有個人情報は、いずれも、閲覧を禁止された帳票に記録された個人情報であることから、旧条例第１９条第１項第１号「法令又は条例の規定により、開示することができないと認められる個人情報」に当たり、不開示としたものである。

　（４）印鑑登録証亡失届等は保存年限を過ぎており、保有していない。

　２　結論

　　　

　　　以上のことから、旧条例第１９条第１項第１号に該当するため、全部不開示とした本件処分になんら違法不当な点はないものであり、本件異議申立ては理由がない。
第４　審査会の判断　

　　　当審査会は、異議申立ての対象となった本件保有個人情報を個別、具体的に検討した結果、以下のように判断する。
　
１　本件保有個人情報の概要等

（１）本件保有個人情報は、実施機関の保有する個人情報ファイルである印鑑登録証亡失届及び印鑑登録申請書等に記録されている異議申立人に係る個人情報である。
本件請求に係る行政文書の名称は印鑑登録廃止申請書及び印鑑登録申請書と記載されているが、これは所管課からの情報の提供を受けて記載したものであることや異議申立人の主張を考慮し、実施機関が保有する印鑑登録に関する文書に記録された異議申立人に係る個人情報のうち請求対象と認められるものを本件保有個人情報とした。
　　　なお、実施機関は、印鑑登録証亡失届等は保存年限を過ぎており、保有していないと主張する。
（２）印鑑登録証亡失届には、申請年月日、申請者氏名、手続する人の住所、氏名、生年月日、性別等を記載する欄がある。

（３）印鑑登録申請書等には、登録する印影、申請年月日、申請者氏名、登録する人の住所、氏名、生年月日、性別、暗証番号等を記載する欄がある。
　　

　２　旧条例第１９条第１項第１号該当性
　（１）実施機関は、本号に該当するとして、本件保有個人情報の全部について不開示とした。

　（２）旧条例第１９条第１項第１号は、「法令又は条例の規定により、開示することができないと認められる個人情報」は不開示とすることを定めている。
　　　　本号は、法令又は条例の規定により開示することが禁止されている情報は、個人情報保護制度による開示請求においても不開示とすることを定めたものである。

ただし、「開示することができない」等の規定に、「本人」を含むか否かが明文化されていない場合には、法令又は条例の趣旨、目的によって判断することが必要であり、第三者に対して、個人情報を保護する意味での開示禁止規定である場合は、本人には開示できないものではないので、本号には該当しないとすることができる。

　（３）本件不開示情報の本号該当性判断

　　　ア　印鑑登録申請書等に記録されている個人情報について
　　　　印鑑条例第１６条では「印鑑に関する書類は、閲覧に供しない。」と規定している。この規定は、「本人」を含むか否かを明確にしていないが、印鑑の重要性に鑑み、印鑑の偽造、盗用等による不正を防止し、市民の生活権、財産権を守るため、閲覧を禁止したものであり、本人はもとより、他の何人からの請求であっても印鑑の登録又は証明に関する書類の閲覧は認めるべきではないと解釈し、運用してきたと実施機関は主張する。
　　　　しかしながら、印鑑条例第１６条における市民の生活権、財産権を守るという規定の趣旨から判断すると、第三者に対して、本人の権利利益を保護する意味を含むものと考えられる。

また、個人情報保護制度における開示請求権制度は、個人情報保護の実効性を確保するため、本人情報開示請求権が規定されたものであり、個人が、実施機関が保有する自己に関する個人情報の正確性や取扱いの適正性を確認する上で重要な制度である。このため、開示請求に係る個人情報が不開示事項に該当するかどうかは、開示請求権を保障するという原則の中での例外的措置であることから、解釈及び運用に当たっては、個人の権利利益の保護の観点に十分配慮することが求められる。

したがって、これまで印鑑に関する書類の閲覧については何人からの請求も認めていなかったとしても、印鑑条例と開示請求権制度の趣旨を相互勘案すれば、印鑑条例第１６条は、本人に対して開示できないものではないと解釈することが適当であると判断する。

　　　　　しかし、印鑑票に登録されている印影については、別に考える必要がある。すなわち、印鑑票に登録されている印影の写しであることを証明する印鑑登録証明書の交付については、印鑑条例に特に規定されているからである。また、印鑑条例による本人確認は、個人情報保護制度における開示請求権制度に比べて厳格に運用されている。よって、新条例第２８条では、他の法令による開示の実施との調整が規定されていることから、登録されている印影については開示を行わないことが適当である。

　　　　　したがって、印鑑登録申請書等に記録されている「印鑑票に登録されている印影」以外の個人情報については、旧条例第１９条第１項第１号に該当しない。
　イ　印鑑登録証亡失届に記録されている個人情報について
印鑑登録証亡失届に記録されている個人情報については、前記アのとおり、旧条例第１９条第１項第１号に該当しない。
ただし、当該文書は保存年限を過ぎており、保有していないと実施機関は主張する。本件請求に係る文書のうち、印鑑登録申請書等の提出は、直近のものは平成１３年１２月であり、それ以前に行っていた印鑑登録を消除する当該文書も印鑑登録申請時に提出されている。北九州市印鑑条例施行規則第１１条では、印鑑に関する文書の保存年限は、消除された印鑑票は消除された日の属する年度の翌年度から５年、消除された印鑑票以外の文書は受理した日の属する年度の翌年度から２年と規定されていることから、保有していないことに不自然、不合理な点は見受けられず、当該文書が存在することをうかがわせる事情を認めることはできない。
しかしながら、本件処分の理由付記においては、このことを記載していない。

新条例第２２条第３項は、「実施機関は、前２項の規定により開示請求に係る保有個人情報の全部又は一部を開示しないときは、開示請求者に対し、当該各項に規定する書面によりその理由を示さなければならない。」と規定している。

実施機関は、開示請求に対して決定する際には、実施機関の判断の慎重と公正妥当を担保してその恣意を抑制するとともに、処分の理由を相手方に知らせて不服申立てに便宜を与えるという理由付記の趣旨を踏まえ、できる限り具体的に不開示理由を記載することが望ましい。
本件処分に当たっては、実施機関は、印鑑登録を消除する文書に記録された個人情報については、当該文書を保存期間満了により破棄し保有していないことを理由に開示をしない旨の決定をすべきであり、本件処分の理由付記においては、このことを記載すべきであったと考える。

　　　　　なお、印鑑登録を消除する文書については、印鑑登録証亡失届及び印鑑登録廃止申請書があり、異議申立人に係る文書は印鑑登録証亡失届であったものと認められる。本件請求は所管課から情報の提供を受けて印鑑登録廃止申請書と記載したものであることから、開示請求者に対して適正な情報提供を行うことが望まれる。
３　結論
以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において不開示とされた情報について、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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